
No. 事業名

事業概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業

始期

事業

終期

総事業費

（千円）

事業の効果

A：非常に有効

Ｂ：有効

Ｃ：やや有効

Ｄ：効果なし

事業の検証 担当課
担当

グループ

1
電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金支給事業【低

所得者世帯給付金】

①コロナ禍における電気・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏ま

え、特に家計への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対

し、緊急支援として給付金を支給する。

②扶助費15,750千円

④令和５年度分の住民税均等割が非課税の世帯

R5.6 R6.3 15,750 B

住民税均等割のみ課税世帯に対し給付金を支給す

ることにより、物価高騰により家計に影響を受け

た世帯に対する有効なる経済支援となった。

住民課 福祉Ｇ

2
電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金支給事務事業

（事務費）

①コロナ禍における電気・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏ま

え、特に家計への影響が大きい低所得世帯に対し、緊急支援として給付金

を支給するにあたり、システム改修等を行う。

②消耗品費10千円、印刷製本費23千円、通信運搬費119千円、口座振替手

数料210千円、システム改修委託料2,255千円

③令和５年度分の住民税均等割が非課税の世帯

R5.6 R6.3 2,450 B

物価高騰により家計に影響を受ける世帯への給付

金支給事業を実施するにあたり早期に支給するた

めシステム導入は有効であった。

住民課 福祉Ｇ

7 社会福祉施設等原油価格高騰対策支援金支給事業

①コロナ禍において、物価及び原価価格高騰の影響を受ける医療機関・社

会福祉施設等の事業継続を支援し、安定的な医療福祉サービスの提供を図

ることを目的に支援金を給付する。

②交付金4,115千円

③町内に所在する医療福祉サービス事業者

R5.6 R6.3 2,660 B

予期せぬ物価高騰により、介護給付費等に反映さ

れない公定価格において不足されると想定される

光熱水費を支援することにより、福祉施設の事業

継続を支援できた。

住民課 福祉Ｇ

8 子育て支援給付事業

①コロナ禍において、食費等の物価高騰の影響を受けている子育て世帯に

対し、給食費等相当額の一部を地域通貨ポイントで還元することにより生

活支援を行う。

②扶助費3,844千円

③０歳～１５歳（中学生）までの児童を養育する保護者

R5.6 R6.3 3,115 A 子育て世帯に対する生活支援につながった。 住民課 子育て支援Ｇ

9 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策事業

①新型コロナウイルス感染症の影響による景気の落ち込みやロシアのウク

ライナ侵攻等の影響による物価高騰等で、町内事業者の売り上げや消費者

の家計は厳しい状況になっているため、プレミアム付き商品券を発行し、

域内の経済循環により本町経済活動のテコ入れを図る。

②補助金37,500千円

③厚真町地域活性化商品券実行委員会

R5.6 R6.3 31,165 A

プレミアム商品券の発行により、消費者の負担軽

減、域内循環による町商工業の活性化に寄与し

た。

産業経済課 経済Ｇ

10 学校保健特別対策事業費補助金

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に対する支援として、各学

校が児童生徒の安心安全な学習環境を確保しつつ教育活動を着実に継続す

るため、学校の感染症対策等を講じる取組及び児童生徒の学びの保障をす

るための取組を実施するに当たり、校⾧の判断で迅速かつ柔軟に対応する

ことができるよう、学校教育活動の円滑な運営を支援する（小学校分）

②感染対策用品購入費（900千円）

学校保健特別対策事業費補助金（学校等における感染症対策等支援事業）

における補助対象経費（1校450千円）×2校

③町内小学校

R5.6 R6.3 900 A
児童の安心安全な学習環境を確保し、教育活動を

確実に継続することに寄与した
教育委員会 学校教育G

🔶令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業
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11 学校保健特別対策事業費補助金

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に対する支援として、各学

校が児童生徒の安心安全な学習環境を確保しつつ教育活動を着実に継続す

るため、学校の感染症対策等を講じる取組及び児童生徒の学びの保障をす

るための取組を実施するに当たり、校⾧の判断で迅速かつ柔軟に対応する

ことができるよう、学校教育活動の円滑な運営を支援する（中学校分）

②感染対策用品購入費（900千円）

学校保健特別対策事業費補助金（学校等における感染症対策等支援事業）

における補助対象経費（1校450千円）×2校

③町内中学校

R5.6 R6.3 900 A
生徒の安心安全な学習環境を確保し、教育活動を

確実に継続することに寄与した
教育委員会 学校教育G


